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はじめに
2015年12月3日の新聞では、「子どもの貧困を放置すれば、経済的損失
は約2.9兆円に及び、国の財政負担は約1.1兆円増える…。」（日本財団）＊1と
報じている。子どもの貧困を放置することが、我国の将来における大きな
経済的損失となることを伝えようとしていることはよく分かるが、これを
理由として子どもの貧困を解決しなくてはいけないとする指摘には、少々、
違和感が残る。この報道を読み、また、この報道のような理由ゆえに早急
に子どもの貧困対策を進めなくていけないとする主張を目にしたとき、筆
者の脳裏に浮かんだ直観的な違和感とは、こうした問題を経済的価値観を
基準として、善し悪しを考えるというその前提自体を無条件には容認でき
ない点であった。本論を書く動機の1つとなっている点ではあるが、筆者
は、現在、日本で起きている子どもの貧困問題の原因の1つが、こうした
日本社会の根底にある経済性を第一優先とする考え方そのものにあると感
じている。
子どもの貧困問題については、なかでもその相対的貧困＊2の状況につい
て、厚生労働省や内閣府などから報告がされている。2015年の内閣府発行
の『子供・若者白書』＊3では、「子どもの相対的貧困率は1990年代半ば頃
からおおむね上昇傾向にあり、平成21（2009）年には、15.7％となってい
る。子どもがいる現役世帯の相対的貧困率は14.6％であり、［…］」とあり、
この数字はOECD加盟国34 ヶ国中10番目に高いものであると報告してい
る。こうした現状を受け、政府は2014年には、貧困の連鎖を防ぐことなど
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を中心とした子どもの貧困に関する大綱＊4をまとめた。その大綱は、教育、
生活、保護者の就労、経済的支援という4つの分野における支援提言から
なっている。教育分野における支援の柱は、「スクールソシャルワーカー
の配置充実」「教育費負担の軽減」「学習支援の推進」である。これらの教
育分野における支援の1つである「学習支援の推進」については、大綱の
中で、「子供の心に寄り添うピア・サポートを行いつつ学習意欲の喚起や
教科指導等を行う。」と書かれている。そこで、本論では、貧困の連鎖を
断ち切るための方法として、政府が提言をしている学習支援というものが、
実際の方法としてどの程度有効であるのかを検討し、もし、現在の日本に
おける子どもの貧困問題を解決するのにそれだけでは不十分なのだとした
ら、特に、教育的分野における支援として、その他どのようなことが考え
られるかを検討する。
1．日本における学校教育の特徴
教育的支援を考えるとき、そもそも、支援の前提となっている、もしくは、
政府などが想定している教育環境を保証するという、その教育自体が特に、
現代日本においてはどのような特徴を持っているのか、少し整理をしてお
く必要があると思われる。そこで、本章では、現在日本の教育の特徴なら
びに、そうした特徴を帯びることとなった背景について、整理をする。
現在、筆者は大学の国際教養系の学部において「オルタナティブ教育論」
という講義を持っている。その講義の一部で、国家的な教育とオルタナティ
ブ教育との背景の違いを考える上で、「対話」「労働」「イジメ」「不登校」
等の問題を取り上げ学生たちと議論を深めている。そうした問題の背景に
ある共通の市民的な意識について意見を交わしたとき、中学生時代、不登
校を経験したある学生が意見を寄せてくれた。その一部を紹介する。
意味不明なルールもいっぱいあった。私が友人に「なぜ、これは必要
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か？」と問うと、みんな口をそろえて「しょうがない。これが当たり前、
社会に出たときに困らないために…。」と言う。これにとても違和感
を覚えた。じゃぁ、みんなは自分たちが将来、こういう社会の中で生
きていきたいんだね、と思ってしまった。私はこのとき、自明性の転
覆をはかろうとしたが、結局、自分が排除されてしまうという結果に
なるのである…。「転倒している社会」そのもので私は、生きていた
のだと思った。
今や、社会全体が十分に学校化していると思われるので、何を持ってし
てスタンダードな価値観とするのかは難しいが、筆者には上述したような
感想を持つ学生の意識が異常だとは思えない。むしろ、まっとうで正統的
な意識だと感じる。そうだとすれば、日本の学校と呼ばれている場所にお
いて行われている教育と言われものの特徴とは、どんなものなのであろう
か。その文化、理念等にある特徴的な背景を考えるには、日本の教育・学
校のあり方を否応なしに考えさせる不登校の問題などから切り込むのが分
かりやすい。不登校の問題を考えるときに有効な補助線は3つある。１つ
は、教育を受ける権利は誰にあるのかということ。次に、教育の目的は何
であるのかということ。そして最後に、学校の役割とは何であったのかと
いうことである。
教育を受ける権利については、当然のことであるが、憲法26条＊5など
を参照するとよい。当たり前の結論ではあるが、教育を受ける権利は国民
の側にあり、国民の主体的学びを保証するためのよりよい環境を整え提供
する義務が政府というか、国家の側にある。そして、教育の目的について
は、教育基本法第1条＊6を読めば分かるように、国家のためではなく、「個々
人の人格の完成」を目指すものであることが理解できる。最後の学校の特
に、近代以降における学校の役割については、その機能について後の章で
重ねて検討することになるが、是非は別として、フーコーなどの指摘＊7を
思い出すまでもなく、国民を作るための規律化という役割が担わされてい
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ることを無視することはできない。
上述したような補助線を考慮した上で、子どもたちが学校に行くのを遠
慮することの理由的なものを考えるのだとしたら、以下のことが考えられ
る。ただし、不登校の問題を考えるとき、決して忘れてはいけないことは、
「子どもたちは、学ぶこと自体を拒否しているわけではない。」ということ
だ。そのことを踏まえ、理由的なことを考えるのだとすれば、まず第1と
して考えられるのは、その多くの場合が、自分が大切にしたいと思ってい
る人の生命維持などに関係するような問題を抱えているときである。言い
換えれば、一番に解決しなくてはいけない問題があり、学校に行っている
どころの状況ではないという場合であると考えられる。そして、もう1つ
の理由は、不登校を経験した子どもたちとの対話の中でよく聞く、「自分
が自分じゃなくなっちゃう気がする…。」という話しからも分かるように、
学校という場所が押しつけてくる規律化などに対する生理的・本性的な嫌
悪感にあるような気がする。このことの意味は、生きることに対する自己
決定権の侵害であると理解することもできる。
子ども・若者たちに関わる問題を考える時、不登校の問題のみならず、
多分に学校化された社会全般の状況を無視することはできない。中でも、
教育もしくは学校という所で稼働している機能によって、学習や学びの意
味が転倒されていることに気づかなければいけない。学ぶことや生きるこ
との意味が、ひっくり返されている状況の実際が叙述した子ども・若者た
ちとの対話から読み取れるであろう。しかし、一方で近代以降における教
育とか学校という場所が、当初から意図された機能を十分に発揮している
ようにも見える。では、なぜ、日本の教育において、そうした本来、教育
とか学校とかという場所が保証し、伝えていかなくてはならない価値とか
意味などが転倒してしまったのか。以降の章では、教育を包括する意味で
の「学び」の原則と教育・学校が持つ機能ということなど、特に、戦後の
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日本において、その内容が転倒していってしまった背景について考察する。
2．学び支援として必要なもの
結論の一部を先に述べる形となってしまうのだが、学習支援が単なる教
科学習だけの支援場所とならないように注意を促すため、筆者が主催して
いるオルタナティブスクール＊8修了生との対話（オルタナティブ教育論講
義におけるトークセッションから）の一部を引き、いわゆる教科的な学習
支援の場において、そうした活動の大前提となる『学び』の原則について
考察をしておきたい。
筆者が主催をしているオルタナティブスクールで、唯一、学習者に課し
ている義務は、毎日（提出は月単位）の学習の履歴（ポートフォリオ）を
記録し、提出することだ。提出されたポートフォリオをもとにして、担当
のメントア＊9が学習カウンセリングを実施する。この活動の主たる目的
は、暮らしの中に埋没してしまっている『学び』を学習化することにある。
自律的な学習を開始するためには、まず2つのことを身につけなくてはい
けない。その1つが、『学び論的転回』の意識である。結果としての『学
び論的転回』とは、教育の中に『学び』があると見るのではなく、『学び』
の中に教育があるとする教育観への転回である。このことによって、多く
の学習者は、暮らす（生活する）こと自体が、『学び』、すなわち、「学習」
することであるのを理解する。そして、2つめとして理解すべきことは、
学習化する方法、特に、学習の履歴を残す方法を身につけることだ。この
ような2つの視点をもとにして、まずは、筆者が主催をしているような学
びの場に所属した学習者の意識がどのように変化していったのかを見てみ
よう。
風の学園は、勉強方針が僕が入った当時は見えなくて、最初は何をやっ
ていいのか分からない状態だった。自分の好きなこと、今やりたいと
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思ったことを、学習の形で報告したら単位となった。そんなことがあ
り、好きなことをして報告すればいいんだと思った。好きなことを学
習化していくという過程があり、そうなるとどうしても偏る。数学が
好きじゃないとなると、数学の単位がいつまでたっても取れないとな
る。自分の嫌いなことを自分の好きなことに近づけて勉強していくや
り方を試行錯誤するようになった。最終的には、全部の単位を取るこ
とができた。卒業した後も、そのやり方が身についていて、基本的に
は好きなものしかやりたくない。なので、好きなことだけをやるため
に、好きじゃないことも学習化する。社会に認められる何かにする。
そんな学び化するような方法を風の学園で学んだような気がします。
（T君・31才：以下同様）
好きなこと、興味があることを躊躇なく実行する。その原動力となるの
が学びへの欲望である。学ぶにあたり、その原動力となる欲望を解放する
には、学習者が今持つ、好きなこと、興味があることを自由に探求できる
環境を作ることが必要となる。そうした環境を保証するという意味におい
て、学習者における『学び論的転回』の意識を進めることは重要な点となる。
こういった学習環境を整えた上で、自律化された学習を学習の履歴として
残す方法を身につけていくことになる。その時の学習支援として大切なの
は、ポートフォリオ等を介した、メントアによる学習カウンセリングとし
ての「対話」である。この点については、後ほど触れる。ここでは、自律
的な学習を開始したときに、学習者自身も含め、一般的な疑問として指摘
される点について応えておく。それは、興味があることや好きなことを優
先的かつ、集中的に学んだ場合、その学習領域が偏ってしまうのではない
かと指摘される点についてだ。確かに、入り口的な部分で留まるのだとし
たら、その学習は浅い実践で終わる可能性はある。しかし、ここで行われ
ている学習は、その大前提として学習者自身が好きなことであり、興味が
あることを行っているという点だ。つまり、学びへの欲望が強く発動して
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いる実践であるということだ。したがって、彼らは総合的に学ばざるを得
なくなる。そのための方向性や方法を助言するためにメントアはいる。そ
うした実際は、ある道を究めた人たちが1つの手本となるであろう。彼ら
の多くは、自身の専門分野の知識や技術に秀でているだけでなく、関連す
る様々な分野の知識や技術においても専門分野同様に深く理解・獲得して
いる。
そして、一度、経験したり手に入れた環境は、学習支援の場を修了した
後も、自律的な学習者の意識として永く定着する。なぜ、永く持続するの
であろうか、そのヒントが次の言説にある。
学ぶことは基本的に楽しいと思うが、人から認められるのも楽しいこ
とだと思う。僕から見ると、メントアの人たちが観てくれて、無条件
に自分の学習欲を肯定してくれる人たちがいる中で勉強ができること
は、基本的には楽しいことです。そうした環境が保証されていること
が分かり、卒業してからも、その経験が残っているので、今まで通り
好きな勉強をやり続けていくというスタイルでもいいかと思い、今も
続けています。
なんだかとても当たり前のことで肩すかしのようであるが、『学ぶ』こ
とは本来、楽しいことなのだ。楽しいから学ぶ、学ぶと楽しい、この当た
り前のことが保証されていないのが、そもそもおかしい。しかし、一方で、
自律的な学びを実践していくとき困難な点もいろいろある。例えば、次の
ようなことだ。
大変なことは、表裏あると思いますが、意欲が湧かないときは、外か
らのプレッシャーだとか、例えば、課題があって期限があるものも助
走の1つになったりします。でも、そのようなものがない時は、学習
への意欲をどうやって上げていくか、自身としてコントロールが必要
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だとは思います。ただ、意欲がないときでも、自分を追い詰めないこ
とが大事だと思います。別に、学生だとか社会人だとかとは関係なく、
学び方のテクニックを身につけていくことは、とても大事だと思います。
自律的な学習を進めるにあたり難しいことの1つは、やはり、学び（学習）
への意欲を継続的に引き出すことだ。ここでも1つ、『学び論的転回』と繋
がる重要な点がある。それは、学ぶことが、人にとっての生きること（暮
らす・生活すること）と本質的に繋がる行為であるのだとしたら、人は学
ぶなと言っても学ぶ生き物であるということだ。そうした生き物であるは
ずの人間が、学ばない状態にある時とは、何らかの外的な要因がその人の
学びを阻害していると考えられる。ゆえに、メントアをはじめとする学習
者の周りにいる者は、そうした要因を取り除くことに努めなくてはいけな
い。その方法は、阻害要因によっていろいろではあるが、メントアの場合
はその働きかけの中心の行為が、学習カウンセリングによる「対話」である。
また、一方で学習者自身が身につけるべきものは、学習者が上述している
ように「学び方のテクニック（技術）」である。では、その中心となるも
のは何であろうか、次の発言をもとにしてまとめる。
そんなに自信を持って言えることは少ないんですが…。やはり、学び
方ですかね。学び方について学んだと思います。学び足りないところ
は、例えば、自分の場合、何年間働いても、コンピュータの世界はと
ても広いので、1つの分野で知識を得たとしても、他の分野ではまだ
まだなので、いろいろな分野を広く見ていかざるを得ない。例えば、
数学の知識であったり、英語の知識であったり、様ざまな分野の知識
が必要になります。でも、そんな不足している知識を見ても、そんな
にびびることはないんです。やれば何とかなるだろうなという感じで、
学びに対する心構えを学びました。
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彼は、学び方を学ぶことの重要性を指摘しているが、その中心となるの
が「学びに対する心構え」であると彼流の表現をしている。ここで言う「心
構え」とは、学ぶときの大きな流れというか、展望・構成であると言える。
そう言ったとき、多くの方は、いわゆる学校という場所で経験した勉強の
流れというものを思い出すに違いない。例えば、2次方程式の解の意味や
解き方を教わったとき、その中心が解を求めるための手法の習熟であった
り、解の公式の暗記であったりしたはずだ。そのとき、なぜ、2次関数的
なものが世界には存在し、その解を求めたりすることの意味が暮らしの
中に存在するのかを、学習者の間において共通に理解するための時間はあ
まり保証されなかったに違いない。こうした学習の流れを大雑把に表現す
れば、〈特殊→一般〉ということになると思う。このような学習の流れは、
本来の学びの流れから考えたらどうであろうか。本来の学びの流れは、や
はり、〈一般→特殊〉であるのが、ふつうであろう。簡単に言い直せば、
学びの発端は、暮らし（生活）の中で気づいた疑問や驚きから始まる。こ
うした気づきや驚きから始まり、徐々に学びは深化していく。筆者たちが
提唱する学び方の流れの1つが、〈①直観力養成→②仮説形成力養成→③討
論力養成→④実証力養成→⑤論理力養成→①′〉であった。このような学
び方を私たちの学びの場に属した学習者たちは、学習カウンセリングや学
びのワークショップなどを通じて身につけていく。
一度、上述したような学び方を身につければ、この方法はいわば、『学び』
を開始するためのグランドセオリーとなり、様々な学びに接するときのコ
モンセンスとしてのまさに心構えとなる。
最初から、僕は自分の不得意な理数系の学校に進学しましたが、卒業
後の就職先として考えていた業界の人は、こんな知識を持っているん
だろうなと自分なりの予備調査をし、結果として、希望していた業界
の人たちは、案外、理数系の人たちばかりではないことが分かり、同
時に、業界構造的に見ても、自分が丁度居られそうな場所もあること
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が分かりました。そこに居れば、生活的には何も不足しないだろうし、
自分の学び方を知っている優秀な人材が集まっていることから、自分
も心強いと思いました。逆に、国家的な詰め込み教育しか経験してい
なくて、自分で考えるという経験が少なかった人たちよりも有利だと
思いました。
T君の場合、いわゆる学校教育において十分な学習とは言えなかった理
系の分野へと、進学・就職した。理系に関する教科的な学習が不十分であっ
たにもかかわらず、学び方を身につけたという自覚があった彼は、新しい
環境においても問題なく対応できると考えていた。むしろ、そうした学び
方を身につけている自分の方が、特に社会に出てからは有利であると考え
ていた。実際、ほぼ独学で身につけたプログラミングの知識や、日々の総
合的な学びの中で培うことになった芸術的な知識などを駆使して、就職
したコンピュータ関連のクリエイティブな分野において大いに活躍してい
る。彼にとっての自律的に学ぶという行為とそれを保証してくれる場所は、
単なる知識や技術を得るだけのものではなかったことが次の言説からも分
かる。
僕にとっては、自分の存在を保証してくれるような受け皿となったシ
ステムだと思う。あらぬ方向に行っても、自分の存在を受け止めてく
れた場所。そんな意味合いでとらえています。自分を正当に評価して
くれる場所でした。自分ひとりで好きなことをやっていてもいいです
が、それよりももっと楽しくしてくれる場所でした。世の中との接点
を作ってくれた場所でもありました。
学ぶという行為が、生きることに直結しているのは既に指摘をした。あ
る意味で、人間にとっての本性的行為である『学び』という行為を保証・
支援をするということは、彼が明瞭に述べているように、学習者自身の存
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在の証明に繋がっているのだ。このことは、学習などを通じて、子ども・
若者たちの支援の場を提供するとき、特に、支援者たちが忘れてはいけな
い大事な意識だと思われる。また、こうした意識は、『学び』を学び論的
転回という視点から見るのであれば、そうした支援の場を学習的なものだ
けに限定するのでなく、生活や精神的な支援の場も含め、そういった場所
の運営における共通的な前提意識として、忘れてはならないものだと考え
る。人間の存在と『学び』との相関については、詳細な検討が必要だと考
えられるので他の機会で行うことにして、本論では深入りしない。
本章では、最後に本論の趣旨とは少々ズレてしまうのだが、自律的な学
びを引き出す方法としての「対話」について、少しだけ触れておくことに
する。
筆者による学び支援（学習カウンセリング等）の中心にあるのが、「対話」
であると既に述べた。筆者がいう「対話」とは、簡単に言えば、「モノロー
グ的」ではなく「ディアローグ的」なものだ。一般に対話というと、多く
の人は知らぬうちに「モノローグ的な対話」を想起しているに違いない。
モノローグ的な対話とは、それが他者との対話であったとしても、その本
質的な意味は内省的な対話であり、自身の言葉を繰り返す自問自答的なも
のである。それがもし、人間が本来持つ本性的な意識を引き出すのが目的
であるのだとしたら、自問自答ではなく、他者とのディアローグ的な対話
を通じ、全ての人間が持つであろうコモンセンス的な意識の存在としての
『学び』の意味に気づかせる必要がある。そのための実践として、ディア
ローグ的な対話の積み重ねは重要である。ディアローグ的な対話の基本的
な特徴は、それが学習者→メントア（支援者）であれ、メントア（支援者）
→学習者という流れであれ、その両者の関係が、対話が行われている瞬間
において非対称であるという点だ。この関係性は非常に重要で、非対称的
な関係において対話が実施されるとき（時間性の導入）、そこには〈教え
る－学ぶ〉という状況が出現するからである。〈教える－学ぶ〉という関
柳下 教育による学習支援は、経済的社会格差を縮小できるのか
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係において実施される対話は、両者における共通了解的な意識を探るディ
アローグ的なものにならざるを得ない。ディアローグ的な対話の積み重ね
は、その最終的な帰結として、異なる言語ゲームに属するであろう両者の
間にある言語関係を超えた共通了解できる意識の存在を気づかせる（直観
の発動/飛躍）ことになる。それが、例えば、いのち（生命）の存在であ
る。既に、学ぶことは生きることに繋がると指摘をした。ゆえに、学びの
本質には、生きることやいのち（生命）の存在と深い相関があるのを忘れ
てはいけない。ということで、本論の趣旨とは少しズレたが、子ども・若
者に対する支援が、学習的なものであれ、精神的なものであれ、その手法
の中心となるのが、ディアローグ的な対話であると同時に、支援を行うと
きの大前提として、全ての実践は、いのち（生命）や生きることが最優先
されるものであることを意識し続けなくてはならない。逆の言い方をすれ
ば、他の章でも再び触れることになるが、子ども・若者に対する支援の場
所は、こうした価値観を取り戻すという居場所的な機能の保証があってこ
そ成立するのだということを忘れてはいけない。
以上、学習支援のあり方を詳しく考えるにあたり、その中心の意識とし
て重要だと思われる『学び』の原則について整理・確認をしたうえで、学
習支援についての検討を再び進めることにする。
3．近代以降の教育・学校が持つ機能について
近代以降の教育・学校が持つ機能について、明快な分析をしたのがアメ
リカの哲学者であり、教育学者であったジョン・デューイ（1859－1952年）
である。彼の代表的な著作である『民主主義と教育』（1916年）において、
その前半の章において、教育・学校が持ついくつかの機能についてまとめ
ている。その代表的な部分を引用する。
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どんな経験でも社会集団の更新を通じて連続するということは文字通
り事実である。最も広い意味での教育は生命のこの社会的連続の手段
なのである。未開部族におけると同様に近代都市においても、社会集
団の成員はだれでも、未熟で、無力で、言語も信念も社会規範ももた
ずに生まれてくる。一人ひとりの個人、すなわちその集団の生活経験
の担い手である各単位は、やがては死に去って行く。それでも集団の
生命は持続するのである。（ジョン・デューイ『民主主義と教育（上）』
松野安男訳、岩波書店、1975年、13頁）
この引用部分からは、本来、人は他の生き物と同じように、一世代一世
代ごとの生命であり、その個体ごとに迎える死によって不連続な時間の中
を生きることを運命づけられている存在のように思われがちであるが、そ
うした不連続な存在であるはずの人間は、教育によって何世代にもわたり
永く続く、連続としての生命一般を持ち続ける存在であることを自覚させ
られていくのだ、と述べていることが分かる。また、他の部分では、次の
ように述べている。
社会的環境の中のいろいろな要素に釣り合いをとらせ、また、各個人
に、自分の生まれた社会集団の限界から脱出して、いっそう広い環境
と活発に接触するようになる機会が得られるように配慮してやること
が、学校環境の任務である。（ジョン・デューイ『民主主義と教育（上）』
松野安男訳、岩波書店、1975年、42頁）
この部分では、子どもたちの出自や所属などが違かったとしても、誰し
もに同じ条件の学習機会を提供してあげることが、教育・学校の役割であ
ると述べている。そして、最後の主張として以下の部分。
われわれの正味の結論は、生活は発達であり、発達すること、成長す
柳下 教育による学習支援は、経済的社会格差を縮小できるのか
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ることが、生活なのだ、ということである。このことを、それと同じ
意味を持つ教育的表現に翻訳するならば、それは、（ⅰ）教育の過程
はそれ自体を越えるいかなる目的ももっていない、すなわち、それは
それ自体の目的なのだ、ということ、および、（ⅱ）教育の過程は連
続的な再編成、改造、変形の過程なのだ、ということになるのである。
（ジョン・デューイ『民主主義と教育（上）』松野安男訳、岩波書店、
1975年、87頁）
ここでのデューイの主張において重要な点は、まずは、生活とは人間が
発達・成長することであり、教育とは、まさにそれと一体であるというこ
とだ。つまり、教育の目的は、生活を意味する発達・成長の促進以外を目
指すものではないということだ。そして、教育の価値は、人間が本来持つ
発達と成長への欲求を持続的に引き出せるのかという点と、そのための正
当的な方法を間違いなく提供できるかによって決まるということである。
こうしたデューイが指摘した教育・学校が持つ機能に注目をして、本論
で紹介した3つの役割を機能別に整理したうえで、アメリカの経済と教育
との関係を鋭く分析した経済学者に、サミュエル・ボウルズ（1939年－）
とハーバート・ギンタス（1940年－）がいる。その分析結果をまとめた彼
らの代表的な著作である『アメリカ資本主義と学校教育』（1976年）にお
いて、上述したデューイの3つの機能のことを以下のように整理している。
第一の機能は、これはまたもっとも重要なものであるが、学校は若い
人々を教育して、拡大しつつある経済と安定した政治組織が必要とす
る職業的、政治的、家族的、その他の面で、一人前の社会人として役
割を果たすようにしなければならない。ジョン・デューイは、リベラ
ルな教育理論について、おそらくもっとも重要と考えられる書物『民
主主義と教育』のなかで、「教育とは、生活に社会的連続性を与える
手段である」と述べている。この機能を、教育の「統合的」機能と呼
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ぶことにしよう。
第二に、リベラル派は大部分、経済的な特権と社会的地位にかんする
大きな不平等は不可避であると考えるが、これらの特権を求めて自由
に競い合う機会を各個人に与えることは、効率的であり、同時に望ま
しいことでもあると考える。デューイは、この競争過程に占める学校
の役割の重要性を主張する点でもっとも代表的である。［…］。リベラ
ルな教育論の考えをとる人々のなかには、デューイを含めて、このよ
うな局限された目的を超えて、教育が果たす役割として、極度な貧富
の差を平等化するということまで広げている理論家が多い。学校教育
によって、公正な競争が確保されるだけでなく、勝者と敗者との間の
経済的格差も縮小されるという主張がなされることもある。学校教育
が果たす、このような機会を平等化する、あるいは平等そのものを求
めるという役割を、教育の「平等主義的」機能とよぶことにしよう。
最後に、教育は、個人の精神的、道徳的な発達を促す重要な手段と考
えられている。人格的成長は主として、身体的、知的、情緒的、審美的、
その他の潜在的能力がどのような方向に、どれだけ、またどれだけの
力強さをもって発達していくかによって決まってくる。教育制度がも
し、人間的発達を自己の目的として、これらの潜在能力に働きかけな
かったとすれば、それは完全な失敗を意味する。［…］。これを、教育
の「発達的」機能と呼ぶことにしよう。（S.ボウルズ・H.ギンタス『ア
メリカ資本主義と学校教育－教育改革と経済制度の矛盾 Ⅰ』宇沢弘
文訳、岩波書店、1986年、35－37頁）
上記で引用したように、S.ボウルズ・H.ギンタスは、デューイが主張し
た教育・学校が持つ機能を、「統合的」「平等主義的」「発達的」という3つ
の機能として整理した。そして、こうした3つの機能が健全な形で稼働す
柳下 教育による学習支援は、経済的社会格差を縮小できるのか
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るためには、その前提として、以下のデューイの叙述からも分かるように、
近代民主主義制が確保・保証された社会でなければならないとした。
いろいろな民族の、さまざまの宗教をもち、異なった慣習をもった若
者たちを学校で混ぜ合わせることによってすべてのもののための、新
しい、しかもいっそう広い環境が創り出される。共通の教材が与えら
れることによって、すべてのものが、孤立状態におかれた集団の成員
のもちうる視野よりもいっそう広大な視野に立つ統一的な見地に慣れ
て行くのである。（ジョン・デューイ『民主主義と教育（上）』松野安
男訳、岩波書店、1975年、43頁）
しかしながら、アメリカに関して言えば、S.ボウルズ・H.ギンタスらの
主張によると、近代民主主義制度によって支えられ着実に発展を遂げてい
た資本主義社会において、教育は、「統合的」「平等主義的」「発達的」の3
つの機能を順当に発揮していたが、1960年代以降、アメリカの資本主義が
法人資本主義中心へと変容したことによって、教育的な機能はそのままに、
その目的が変化をしてしまったと指摘している。
そうした1960年代以降のアメリカの教育の状況について、経済学者の宇
沢弘文（1928－2014年）は、「ジョン・デューイの教育理念は、二十世紀
前半を通じて、アメリカのリベラリズムの考え方に沿った学校教育制度の
基本的性格を規定していったといってよい。しかし、ヴェトナム戦争を契
機として起こったアメリカ社会の倫理的崩壊、社会的混乱によって、デュー
イの教育理念にもとづく公立学校を中心とするアメリカの学校教育制度も
また大きく変質せざるを得なかった。デューイの掲げた平等主義的な教育
理念にもとづいてつくり出されたアメリカの学校教育制度が、現実の非人
間的、収奪的状況のもとで、逆にアメリカ社会のもつ社会的矛盾、経済的
不平等、文化的俗悪さをそのまま反映し、拡大再生産する社会的装置とし
ての役割を果たすことになってしまったのである。」＊10と述べている。宇
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沢の指摘の通り、より一層の資本主義的な発展を目指したアメリカは、そ
の発展を下支えするための当然の政治的判断により教育を有効活用した。
上述した3つの機能はそのままに、後退したと思われる民主主義制度のも
と、専門技術主義＝能力主義という考えを教育に導入したのである。結果、
アメリカの教育は本来の機能を発揮することで、貧困をはじめとする社会
的格差や不平等を拡大させ、社会の階級構造化を促進し固定化すると同時
に、そうした社会観を正当化・再生産するのに荷担することとなった。
ことアメリカにおいて、教育を規定している大前提であった民主主義や
資本主義が変容してしまった理由について、この後、日本の状況と比較す
る場合の共通前提とするために、次章において、民主主義ならびに資本主
義の特徴についてまとめておくことにする。
4．民主主義と資本主義
〈近代民主主義〉
まず、近代民主主義の特徴についてまとめておく。近代民主主義におけ
る基本原則として重要な価値原則は、「自由」と「平等」であることは既
に広く理解されている。ここでいう「自由」とは、後から政治的な規定な
どによって与えられた自由ではなく、人間である以上、生まれながらに持
つ権利としての「自由」であることは、今さら再確認するまでもないであ
ろう。基本的人権として保障された「自由」であることが、民主主義の基
本原則として非常に重要である。ゆえに、基本的人権を担保する意味にお
いて、国家が立憲主義であることは、近代民主主義における大前提の1つ
である。そして、「自由」は、もう1つの大原則である「平等」という理念
とも結びつく。国民国家において、その大前提である「自由」を保証する
意味は、人間はいかなる身分や階級等から自由であるべきだという理念と
も結びついている。したがって、「自由」である人間は、社会において平
柳下 教育による学習支援は、経済的社会格差を縮小できるのか
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等でなければならない。特に、近代における国民国家においては、その国
家を承認した市民に対して、政治に参加をする権利は平等に保証されたも
のでなくてはならない。
次に、その機構原理であるが、その正当的な機能評価という点について
は、細かい検討が必要となるので本論では深入りは避け、その形式的な原
則だけを再確認するに止める。その原則の1つが、代表を選ぶということ
である。そしてもう1つが、多数決の原理である。ただ、多数決の原理だ
けでは、少数者の権利が守られない恐れがある。ゆえに、立憲主義により
基本的人権等が堅く保証されている。
最後に、方法における原理を考える。これもだいぶ一般化されているこ
とではあるが、代表的な方法の1つが「討論」であろう。また、その目的
となる「説得」も方法としての両輪であることは間違いない。一方、そう
した場に市民が自由に「参加」をし、「抵抗」や「批判」をするのが認め
られていることも民主主義の方法原理として重要である。簡単ではあるが、
以上、近代民主主義の特徴について、「価値」「機構」「方法」の原則から
まとめた。次は、近代資本主義の特徴についてまとめる。以下で述べる近
代資本主義の特徴こそが、そのままアメリカにおける資本主義の変化に通
じるものとなる。
〈近代資本主義〉
近代以降における資本主義の特徴を述べるには、マルクスの言葉を引用
するのが近道だと思われる。資本論の中から次の2節を引用する。
われわれの労働者は生産過程にはいったときとは違った様子でそこか
ら出てくるということを、認めざるをえないであろう。市場では彼は
「労働力」という商品の所持者として他の商品所持者たちに相対して
いた。つまり、商品所持者にたいする商品所持者としてである。彼が
自分の労働力を資本家に売ったときの契約は、彼が自由に自分自身を
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処分できるということを、いわば白紙の上に墨くろぐろと証明した。
取引がすんだあとで発見されるのは、彼が少しも「自由な当事者」で
はなかったということであり、自分の労働力を売ることが彼の自由で
ある時間は彼がそれを売ることを強制されている時間だということで
あり、じっさい彼の吸血鬼は「まだ搾取される一片の肉、一筋の腱、
一滴の血でもあるあいだは」手放さないということである。彼を悩ま
した蛇にたいする「防衛」のために、労働者たちは団結しなければな
らない。そして、彼らは階級として、彼ら自身が資本との自由意思的
契約によって自分たちと同族とを死と奴隷状態とに売り渡すことを妨
げる一つの国法を、超強力な社会的障害物を、強要しなければならな
い。「売り渡すことのできない人権」のはでな目録に代わって、法律
によって制限された労働日というじみな大憲章が現われて、それは「つ
いに、労働者が売り渡す時間はいつ終わるのか、また、彼自身のもの
である時間はいつ始まるのか、を明らかにする」のである。なんと変
わりはてたことだろう！（カール・マルクス『資本論 第1巻第1分冊』
大内兵衛・細川嘉六監訳、大月書店、1968年、396－397頁）
ジョン・ステュアート・ミルは、その著書『経済学原理』のなかで次
のように言っている。「すべてのこれまでになされた機械の発明が、
どの人間かの毎日の労苦を軽くしたかどうかは疑問である。」だが、
このようなことはけっして資本主義的に使用される機械の目的ではな
いのである。そのほかの労働の生産力の発展がどれもそうであるよう
に、機械は、商品を安くするべきもの、労働日のうち労働者が自分自
身のために必要とする部分を短縮して、彼が資本家に無償で与える別
の部分を延長するべきものなのである。それは、剰余価値を生産する
ための手段なのである。（カール・マルクス『資本論 第1巻第1分冊』
大内兵衛・細川嘉六監訳、大月書店、1968年、485頁）
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以上の2つの言説は、彼の資本論におけるほんの僅かな一節ではあるが、
資本主義が持つ重要な特性をずばり言い当てている。前節から分かること
は、資本主義社会においては、労働者はもとより、資本家自身もその存在
のあり方（価値）が、市場によって規定されていることを明らかにし、後
節では、限られた労働力や市場・資本からより効率よく利潤を獲得するに
は、生産性の向上や新商品開発のためのたゆまぬ技術開発が必要となるこ
とを指摘している。このように、近代資本主義の特性として、「市場確保（依
存）」と「技術革新」という2つを外すことはできない。逆に言えば、資本
主義が発展していくためには、「市場依存」と「技術革新」という2つの条
件こそ、選択せざるを得ない必須条件である。
資本主義の特性とアメリカという国の関係だけに絞り、一言付け加える。
第2次世界大戦後のアメリカは、さらなる資本主義的な経済発展を目論ん
だ。その基軸は、資本論の指摘にある通り、「新市場の開拓」と「グロー
バルスタンダード化できる技術革新」にあった。そうした方向に突き進ん
でいった結果引き起こされた、教育の目的の変容である。むしろ、当たり
前の帰結ではあるが、そうした発展を補完するための教育の利用となり、
その中身が既に述べたように、専門技術主義＝能力主義の導入であった。
そうした特に、アメリカにおける1960年代以降の教育政策と、戦争や新自
由主義政策やフリースクール運動などの相関については、指摘をしたい点
は多々あるが、本論では貧困対策としての学習支援のあり方について検討
することが目的なので、深入りは避ける。
ともかく、1960年代以降のアメリカでは、資本主義の拡大に伴い、物質
的な豊かさの優先、人々の所属の階層化、暮らしの社会的な生産関係から
の疎外、過剰な経済的生産能力を吸収するための行き過ぎた消費文化社会
化などが進むことになる。こうした過度で非人間的な資本主義化に対して、
教育の規定要素としてある民主主義というシステムが、本来の力を持って
いるときは、上述した暮らしを破壊するような要素に歯止めをかける形で
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教育は機能するはずであったが、民主主義のあり様を規定しているはずの
「自由」だとか「平等」が、資本主義的発展の原動力としての「競争」や「選
択」を保証するためのものと変容したことで、歯止めというよりはむしろ、
そうした価値観を正当化するシステムとして稼働してしまったことは、既
に述べた。
そうなると、アメリカでの教訓の1つだが、資本主義的経済発展を前提
とした教育は、労働などによる疎外化を正当化すると同時に、過度な資本
主義的な生き方を是認する意識を人格レベルで再生産させることになる。
つまり、社会における強度な資本主義化によって発生している経済的格差
であるとか、階層化とか精神の分裂化などは、教育というシステムが一般
的な形で機能しているかぎりは、拡大・促進・固定化の手助けになったと
しても、抑制や解消にはなり得ないということを明らかにしている。
5．戦後から現在における日本の教育
貧困と教育との関係を考えるとき、アメリカの例からも分かる重要なポ
イントは、社会における資本主義や民主主義と教育との相関にある。そこ
で本章では、戦後日本におけるそれらの相関関係を中心として分析してい
く。
第二次世界大戦後まもなくの頃の日本で、なかでも教育においては、戦
中戦前の教育のあり様の反省から、先に紹介をしたような日本国憲法や教
育基本法のもとに、科学的で民主的な教育の展開を目指したことはよく知
られている。そうした教育のあり方に変化が見えてくるようになるのは、
やはり、日本の高度経済成長が始まる1960年代からである。例えば、当時
の内閣総理大臣諮問機関であった経済審議会は、1963年の答申において、
教育における能力主義徹底の1つとしてのハイタレント・マンパワーの養
成について提言を行っている。その背景にあるのは、答申の文書からも分
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かるが、「新市場の獲得」と「技術革新」を担う人材の育成であった。
以降、1970年代では、発展を続ける経済的社会において、より豊かな経
済的な地位を確保するための手段として教育が活用され、受験戦争や学歴
社会というような階層的社会意識が固定化されていく。1980年代に入ると、
飛躍的な経済発展を遂げた日本社会も徐々に落ち着いてくる。同時に、画
一的で均質的な内容を繰り返すことで、経済社会を担う人材を輩出してき
た教育の現場では、そうした教育のあり様に対して、疑問を持ち反発する
子どもたちが出現するようになる。不登校をはじめ、いじめや校内暴力な
どの出現である。こうした現象に対して、学校などでは、管理の強化など
を進めることで対処的に解決していこうとした。
その後、バブルの崩壊などを経て1990年代半ば以降、日本の経済発展は
低迷の時代へと入る。政府は、そんな経済低迷期の転換と、さらなる資本
主義的な発展を目論み、イギリス・アメリカなどで既に施行されていた新
自由主義的な政策を導入するようになる。当時、教育政策の柱として主張
されていたことは、80年代の最後に内閣直属の諮問機関であった臨時教育
審議会から出された最終答申における、①個性重視の原則、②生涯学習体
制への移行、③国際化や情報化などの変化への対応などを引き継ぐことに
あった。90年代の半ば以降は、一見すると、資本主義的発展の下支えに対
応することが中心であった政策から脱し、「生きる力とゆとり」を大切に
する政策へと切り替えられていったが、その目的と行き詰まった日本型資
本主義体制との関係とは、もう少し丁寧な分析が必要だと思われるので、
いわゆる、ゆとり教育と経済との相関についての分析にはここでは深入り
しない。2010年以降、ゆとり教育は見直されつつある。
本論の趣旨からすると、90年代以降の日本の教育政策に大きな影響を及
ぼしたと考えられる「新自由主義政策」という経済政策についても教育と
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の相関から多少なりとも、検討を加えておく必要があると考える。まずは、
1970年代の後半から80年代にかけて、イギリス・アメリカで導入された
新自由主義について説明する。90年代以降、日本において導入された新自
由主義政策もこれに準じたものであるとみてよい。では、新自由主義とは
何か、ハーヴェイ＊11の言葉を引用すれば次のようになる。
新自由主義とは何よりも、強力な私的所有権、自由市場、自由貿易を
特徴とする制度的枠組みの範囲内で個々人の企業活動の自由とその能
力とが無制約に発揮されることによって人類の富と福利が最も増大す
る、と主張する政治経済的実践の理論である。（デヴィット・ハーヴェ
イ『新自由主義－その歴史的展望と現在』渡辺治監訳、作品社、2007年、
10頁）
新自由主義と呼ばれる政策思想の中心は、ハーヴェイの定義からも分か
るように、いわゆる資本主義的な発想や活動を個人であれ、国家であれ、
制限なく自由にできるようにするということである。そうすれば、人類は、
最大限の富と福利を獲得することができるようになると主張されている。
ハーヴェイは、こうした政策を採用した国家では、次のような特徴を帯び
るようになると続けて述べる。
一、新自由主義国家は、一方では、後景にしりぞいて、市場が機能す
るお膳立てをすることだけが期待されているが、他方では、良好なビ
ジネス環境を積極的につくり出す主体であり、グローバル政治におい
て一個の競争単位として行動することが想定されている。後者の役割
において、新自由主義国家は一個の集合的企業として行動しなければ
ならず、ここから、市民の忠誠心をいかに確保するのかという問題が
起こってくる。ナショナリズムがその一つの明確な回答なのだが、こ
れは新自由主義的な政策目標と深く対立する。［…］
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二、市場の論理を貫徹するための権威主義は、個人的自由という理念
と簡単にはあいいれない。［…］
三、金融システムの機能を保全することは決定的な重要性を持ってい
るはずなのに、そのシステムを動かしている者たちの儲け本位の無責
任な個人主義のせいで、投機による株価や通貨の乱高下、さまざまな
金融スキャンダル、慢性的な不安定などが生み出される。［…］
四、競争こそ立派な美徳であるとされているにもかかわらず、現実に
は、少数の集権的な多国籍企業の寡占的ないし独占的でトランスナ
ショナルな権力がますます強化されていっている。［…］
五、一般市民レベルでは、市場の自由に対する信仰とあらゆるものの
商品化が実にやすやすと席巻し、社会のまとまりが崩されていってい
る。［…］（デヴィット・ハーヴェイ『新自由主義－その歴史的展望と
現在』渡辺治監訳、作品社、2007年、112－114頁）
以上のように、さらなる資本主義的発展を目指す各国が採った新自由主
義政策は、その原動力が、従来の資本主義同様に、「市場開拓」と「技術革新」
であったのは言うまでもないが、より一層の活力源として与えられたのが、
「競争の自由」と「選択の自由」であった。ただし、そうした自由には、セッ
トとして結果に対する「自己責任」という言葉が付随はしていたが。新自
由主義政策の分かりやすい形が、上述したような自由を謳歌するための構
造改革であるとか、規制緩和であった。そして、英米のみならず、日本も
含め、ハーヴェイの指摘にあるように新自由主義政策を導入した各国は、
同様のジレンマを抱え込むことになる。そのジレンマとは、経済の活性化
のために市場原理を優先すると、近代の国民国家を規定している民主主義
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による国家の統合や、基本的人権などを保障し続けることが難しくなると
いうことだ。そして、当然、過度な資本主義化により社会の疎外化は促進
され、市民の精神は分裂し、貧困など社会的格差は拡大するようになる。
結果として、今まで述べてきたアメリカや、最近の日本のように、そう
した社会に適応させ、国家の統合を保つという意味と目的で、教育が持つ
機能が活用されることになる。
では最後に、最近、政府などが子どもの貧困対策の1つとして提唱して
いる学習支援という方法が対策として有効であるのかの検討ならびに、有
効でない場合は、どのような支援方法が考えられるのかの提言をまとめ本
論を終わりにする。
おわりに－日本の現教育による、子どもたちの経済的貧困解消は可能な
のか
はじめにでも述べたように、現在の日本社会にある子どもたちの貧困、
特に相対的貧困の原因はどこにあるのか、それはここまでの叙述からも明
らかなように、資本主義経済の仕組みにある。そのことは、最近の日本に
おける子どもたちの貧困が、ちょうど90年代中盤からの新自由主義政策
の導入と共に増加していることからもよく分かる。過度な資本主義化によ
り、社会の格差化・階層化、市民の精神の分裂化などが否応なしに拡大固
定されている。そして、残念なことに本来であれば、そうした流れに対し
てカウンターとなるべき民主主義や立憲主義、基本的人権などの力が、現
政権により強力に推し進められている資本主義的経済政策によって弱めら
れている。そもそも、こうした事態のときこそ、教育がその機能をフルに
発揮をして、歯止めとなるべきなのであるが、叙述してきたように、経済
政策とリンクさせられてしまっている現日本の教育は、その目的を現経済
政策の促進と、結果出現してくる社会へ子どもたちを適応させるのが目的
柳下 教育による学習支援は、経済的社会格差を縮小できるのか
170
となってしまっている。
少し厳しい言い方かもしれないが、現資本主義的政策を規定している「資
本」や「市場」のあり方を根本から変革しないかぎり、今、子どもたちに
負わせている貧困問題は解決しない。ましてや、ここまで述べてきた通り、
貧困問題の起因が、経済政策に伴う政治的な問題にある以上、その解決を
正統的な前提すら保証されておらず、長らくその目的を経済政治的なもの
に変容されてしまっている教育に託すこと自体が無理な話である。
ゆえに、格差社会への適応の意識を再生産している現教育に復帰をさせ
ることが、子どもたちの貧困の連鎖等を断ち切る方法であると考え、教科
指導等を行う学習支援が有効だとする政府提言は、あまりにも短絡すぎる。
むしろ、政府が推進する経済政策における勝者として、政治によって生み
出されている格差や差別意識を肯定する側にまわされる懸念さえある。政
府による政策を肯定させるという意味の再コード化という視点から見れ
ば、有効な施策ではあるが。まさに、子どもたちの貧困問題を通じて、お
となたちの社会観や人間観や倫理観などの価値観が問われている。
では、どうすればよいのか。解決の切り口はいくつかあると思う。まず、
経済的な問題としてとらえるのだとすれば、子どもたちの生活・学習を保
証できるだけの経費を給付する。次に、大きな話になってしまうが、政治
政策的な問題であるとすれば、政策転換を促す。つまり、政治的な変革を
実現させる。そして、現状のまま、教育によって支援すると考えるのであ
れば、原則として政治転換による資本主義的価値観が変革しないかぎりは、
教育による有効な支援は不可能なのだが、せめて、学習支援の場における
教育観を転換し、現教育の場とは違う、本来の教育としての目的である学
習者による学習に対する内発的な学びの意識を引き出す場にする。つまり、
学びの行為を保証した上で、教科的な学習なども支援をするような、筆者
たちが、「子ども・若者たちの居場所」＊12と呼ぶような場所を提供する。
こうした場所を維持し広げていくのを運動として継続することは、政治的
な意味での変革にも繋がることは言うまでもない。以上を提言として、本
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論を終わる。
【脚注】
＊1 「子どもの貧困」毎日新聞 2015年12月3日 東京夕刊
＊2 相対的貧困とは、その国における所得の中央値の半分を下回っている
人の割合で、絶対的貧困とは違い、その国の所得格差を表している数字。
＊3 『平成27年版 子供・若者白書 第1部第3節 子どもの貧困』http://www8.27cao.
go.jp/youth/whitepaper/h27honpen/pdf/b1_03_03.pdf accessed 06/01/2016
＊4 「子どもの貧困対策に関する大綱」http://www8.cao.go.jp/kodomonohinkon/
pdf/taikou.pdf accessed 06/01/2016
＊5 憲法26条第1項：第26条 すべて国民は、法律の定めるところにより、
その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する。
＊6 教育基本法第1条：第1条（教育の目的） 教育は、人格の完成をめざし、
平和的な国家及び社会の形成者として、真理と正義を愛し、個人の価
値をたつとび、勤労と責任を重んじ、自主的精神に充ちた心身ともに
健康な国民の育成を期して行われなければならない。
＊7 ミシェル・フーコー『監獄の誕生－監視と処罰』田村俶訳、新潮社、
1977年
＊8 「鎌倉・風の学園」（1996年－）、高校生相当を対象としたオルタナティ
ブスクール。
＊9 当学園では、教員のことを学習の援助者・支援者という意味でメント
ア（メンター）という。
＊10 宇沢弘文『社会的共通資本』岩波書店、2000年、135-136頁
＊11 デヴィッド・ハーヴェイ（David Harvey：1935年- ）英国の地理学者｡
専門は、人文地理学･社会理論・政治経済学。
＊12 柳下換 高橋寛人編『居場所づくりの原動力』松籟社、2011年
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